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平成３０年度第１８回庁議提案  審議・報告・その他 

                    提 出 日：平成３０年１２月２５日 

                    担当部・課：建設部建築指導課〔内線５６７７〕 

① 件  名 

 建築基準法に基づく制度の新設に係る手数料規定等の見直しについて 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

 最近の大規模火災や防火関連の技術開発をめぐる状況等を踏まえ、建築物・市街地の安全性の確

保、既存建物ストックの活用、木造建築物の整備の推進などの社会的要請等に対応して規制を見直

した建築基準法の一部を改正する法律が公布された。 

【目的】 

 建築基準法の一部改正に伴い、石巻市建築基準等に関する条例で定める手数料規定等の改正を行

うもの。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号） 

 石巻市建築基準等に関する条例（平成１７年石巻市条例第２６９号） 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

平成３０年６月 建築基準法の一部を改正する法律公布 

７月 石巻市建築基準等に関する条例の一部改正（専決処分） 

９月 建築基準法の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令 

⑤ 主な内容 

１ 用途規制の適用除外に係る手続の合理化（法第４８条第１６項関係） 

第１号については、特例許可を受けた建築物の増築、改築又は移転について特例許可をする

場合は、公聴会及び審査会の同意を不要化でき、第２号については、日常生活に必要な政令で

定める建築物で、騒音又は振動の発生その他の事象による住居の環境の悪化を防止するために

必要な国土交通省令で定める措置が講じられているものの建築について特例許可をする場合

は、建築審査会の同意を不要化できるものとする。 

【新 設】 

許可等の申請の区分 手数料の額 

法第４８条第１６項第１号の規定による 

特例許可の申請（公聴会及び審査会同意不要） 
１２０，０００円 

法第４８条第１６項第２号の規定による 

特例許可の申請（審査会同意不要） 
１４０，０００円 

＊現行手数料 １８０，０００円（公聴会及び審査会同意要） 

２ 前面道路側に壁面線指定を行った場合等の建蔽率緩和（法第５３条第５項関係） 

   特定行政庁が前面道路の境界線から後退した壁面線の指定をした場合等で、特定行政庁が安 

  全上、防火上及び衛生上支障がないと認めて許可した範囲内において、建築物の建蔽率を緩 

  和できることとする。 

 【新 設】 

許可等の申請の区分 手数料の額 

法第５３条第５項の規定による建築物の 

建蔽率に関する特例の許可の申請 
３３，０００円 
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３ 用途変更に係る全体計画認定制度の導入（法第８７条の２関係） 

   これまでは用途変更に伴って現行基準に適合させるための改修を一度に行う必要があった

が、第１項の規定の認定により、増改築等を伴わない用途変更については、地方公共団体が「全

体計画」を認定することで段階的・計画的な改修ができるものとする。第２項の規定の変更認

定については、認定を受けた計画を変更する場合に再度認定を受けることができることとする。 

【新 設】 

許可等の申請の区分 手数料の額 

法第８７条の２第１項の規定による 

認定の申請 
２７，０００円 

法第８７条の２第２項の規定による 

変更認定の申請 
２７，０００円 

 

４ 一時的に他の用途に転用する場合の制限の緩和（法第８７条の３関係） 

   仮設建築物を建築する場合と同様に、既存建築物の用途を変更して一時的に他の用途の建築

物として使用する場合も、法の全部又は一部の適用を除外できるものとする。 

 【新 設】 

許可等の申請の区分 手数料の額 

法第８７条の３第５項の規定による 

許可の申請（１年以内の期間の興行場等） 

延べ面積１００㎡以下 

４０，０００円 

延べ面積１００㎡超５００㎡以下 

８０，０００円 

延べ面積５００㎡超 

１２０，０００円 

法第８７条の３第６項の規定による 

許可の申請（１年超えの特別興行場等） 

延べ面積１００㎡以下 

８０，０００円 

延べ面積１００㎡超５００㎡以下 

１２０，０００円 

延べ面積５００㎡超 

１６０，０００円 
 
 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 

 関係法令に基づく改正により、手続の適正化及び合理化が図られる。 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

 宮城県、本市以外の県下特定行政庁（仙台市、塩竈市、大崎市）は２月議会に提案予定 

なお、新設される手数料については宮城県と同額としている。 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

平成３１年２月 平成３１年市議会第１回定例会へ石巻市建築基準等に関する条例の一部改正につ

いて提案（改正建築基準法の施行の日から施行） 

⑨ その他 

  

 

 

 


